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特　別　講　演

海　外　の　農　業　事　情

（農林省農林水産技術会議会長　　′」、倉　武　一）

日本農業について試験研究している者が，今後の姿を考えるには，世界の農業についての知識を持た夜ければ

ならないので，海外の農業事情について話してくれとの城下会長の要請で今日お伺いした。

世界の農業は複雑で，問題の所在在り，今後の方向を見定めることはむずかしいが，まず最初に，世界的に見

て食糧の需要と供給の見通しはどうなっているかについて，おもにFAOとOEC工）の見通しによってか話します。

まず，生産と消費であるが，消費について軋人口の増加は先進国全体として0・7痴増くらいと見通している。

また，今後の所得水準であるが，先進国の所得水準は高く，これ以上所得がふえても，食糧消費はふえない段階

に来ている。特にカロリーはほとんどふえず，むしろ減少さえする段階にある。しかし，動物性蛋白はどこの国

でもまだ増大する。特に牛肉は世界的に供給不足で，相対価格は上がって，消費が抑制される状態にある。豚肉

は価格なり，国民的嗜好にもよるれ一人当力消費量はふえるであろう。酪農では，飲用字L　バクーはもうわず

かしか消費は増大しないが，むしろ減退するであろう。しかし，他の乳製品は増大するであろう。卵はすでに一

部の国で減少しているが，他の国では増大するであろう。これがOEC］〕報告の中の先進匡についてのごく一般

的傾向であるが，同じOECDの加盟国でも，南欧，日本では若干違っており，これらの国では畜産物の一人当

州∃資量は著しく増大するであろう。また，カロリーも増大するであろう。しかし　ノパン用穀類，米はわずかを

がら減退するであろう。以上が消費の概観である。

次は生産の側についてであるが，技術的対応，農場の整備によって作物，畜産ともに生産が増加する。しかも，

国際間の技術交流が進んで技術進歩が早い構造的な変化で，農家数が減少，低位生産性の農家，農場が夜くなり，

残ったものはさらに技術的進歩を促進する。こうして反収は増加するが，農業用土地面積は，カナダ，ニュージ

∵ランド，オーストラリアのような特別な園を除いては減少する。一般に言われているように，経済成長に伴っ

て農業生産のノくターンが変わる。特に大切なのはコストと価格の点で，具体的には賃金の実質的な上昇が見込ま

れるから，これにいかに対応するかが農業生産上非常に重要な要因であり，日本もその例外ではない。「また，農

家数，特に零細農の減少と賃金の尖質的上昇とが農業生産の量と在り方を変えて行くであろう。これは一般論

で凶によって相違がある。

以上のよう夜こく荒っぽいアウトラインの上で，パン用，飼料用，米と言った穀類，砂楓乳製品，肉類，卵

と言った主要を食糧について，物別にOEC工）にかける見通しを述べる。

米以外の穀類について，1975年，1985年の見通しは生産が非常に増大する。消費は二つの特色があり，一つ

は一人当り消費はOECI〕諸国全部で減退の傾向にあるので，OEC工）諸国全体の穀物消費量は両年度にかいて

も増大する見込みは夜い。他方，飼料用穀類は非常に増大する。このOEC工）諸国は将来とも穀類の輸出国グル

ープになる。その中のリーダーは米国で，その潜在輸出力は大変をものである。

カナダも同様である。欧州先進諸国では，面積は多少減少しているが，収量が上昇しているので，全体として

穀類の生産はふえる傾向にあれ　自給度は上昇する。その中でフランスが最大の生産国で小麦の輸出力を持って

いる。ドイツは粗粒穀類の輸入は若干ずつふえるが　ノパン用穀類の輸入は減少する。英国は穀類の作付面積が増

加し，大麦では輸出国になりつつある。デンマークは粗粒穀類の輸出力は若干あり，パン用穀類は自給自足的で
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ある。南欧では，畜産物の生産増大によって飼料用穀類の需要が増大するが，その見通しはむずかしい。

OEC工）諸国の中で，穀類の輸入が非常に顕著に増大するのは日本だけである。日本では食糧需要のパターン

が変わりつつあれ畜産物の需要が漸次増加しつつある0したがって，飼料用穀類，パン用小麦の需用が増大し

ている0他方・日本では，裏作の減少によって，米を除いた穀類の需要増大を国内の生産で補うことはほとんど

考えにくいと言っている0米については・OECD諸国の中で日本が最大の生産国，消費国であるれ米の一人

当り消費は減る0全体の消費は1975年までは少しずつふえるが，1975～1985年間では減退に転ずる。そして

日本は米の輸入国からむしろ輸出可能国に売るだろうと言っている。

世界をグループ別にみると・OECD諸国とオーストラリア，ニューノーラント・では，1975年には米以外の穀

類に8▼580万七の供給余力が出る0それ以外の回では，ソ連圏，東欧で120万七の余力があわ，中国本土では

封0万t不足，低開発諸国で2・200万t不足，計2・890万t不足である○これらのことから，米を除く世界の穀

類は非常な供給余力を持っていることになる〇t・■二がって，日本で畜産が盛んになっても，飼料用穀類の輸入に

困ったり・′」＼麦や大麦の輸入に函ることはない。また，日本の外貨事情からしても穀類の輸入が止まることはな

かろう。

小麦だけみても，OEC工儲国側に4・780万七の供給余力がある。その他の国々の需要量は2，750万七である

から，／」＼麦は世界的に供給過剰である。飼料用租粒穀類だけでも，先進国の余力は4，200万七もある。その他の

国々でも約40万t・別の推定では840万tの余力がある。

米は先進国では240万tの供給量があれその他の国々では20万七不足し，また，別の見方では，後進国で

占00万tの輸出可能ともいわれるれその実硯は疑問であれ結局，世界的にはとんとんか若干余る見通しであ

る。

肉類では，牛肉は先進国でも消費増大の過程にあれこれを世界的に供給できる見通しはなレ。牛肉の輸出国

は多いれ多量に輸出できる国は浸く，むしろ輸出力は減退してきている。OECD先進軋オーストラリア，

ニューノーラントで1981～19占5年までの消費は1，800万tであわ，日本はこの間17万七の消費である。1975

年になると，恐らく消費は2，188万tぐらいにたれ18占万七を外から持って来なければならなレ。1985年は，

消費は乙占55万七に覆れ190万tを列から持って来なければならないが，そんな量を供給できる凶はなさそう

である0肉類全体としても，牛肉の不足を豚，鶏で補っても，後進国も経済成長に伴って肉類の欄が増大する

ので，280～500万t輸入しなければならず，すべての凶で肉類が供給不足である。

牛肉のかわ少に豚や鶏が利用されれば・それだけ飼料用穀類の需要が多くたる。先進凶の穀類輸出量8，800万

七はこの分を見込んでの数字であれそれがなければ5000万七の供給余力が生ずる。

乳製品は無脂固形分として，1978年には，先進国が124万tぐらいの供給余力を生ずる。牛脂の方は約40

万七ぐらいの余力が生ずる。ところが・その他の国々では非常に多くの需要があって，とてもこれぐらいの余力

ではまかない切れない数字に覆っている0しかし・OEC工）の見通しでは，栄養上や需要の伸びからはそうであ

るれこれが実際の購買力になって需要されることはないとみているD以上で世界的な食糧の需要と供給の見通

しの話を終わる。

これまで先進国中心に話をしてきたが，後進凶にも少し触れると，昨年あたりから，農業革命とか緑の革命と

言う吉葉で呼ばれる現象が・主として東南アジアを中心に起きている0稲作で言えばIR系の「汀蘭が改良され，

普及している0地元フィリッピンでは米の輸入国から，昨年輸出国に変わった。これはIR－8等の品種の普及

の結果である0このことが各国での稲作の品種改良を促進させている。メキシコの研究所で小麦の品種が改良さ

れ，パキスク／・インド・その他の凶で大部普及している0マイロはイントで品種が改良された。とうもろこし
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ではハイブリットコーンが普及しておれ　タイは今や100万℃ぐらいの輸出国になった。2～5年前までは，後

進国は大変な食糧不足で，いかにして飢餓から解放されるかが主眼であったが，今やアジアを中心にして農業に

革命が起こりつつあるといわれる。もちろん，農業の革命は障害が多く，簡単に行なわれるもので浸く，東南ア

ジアの現在の農業体制のままでは普及するとは考えられないが，とにかく，FAOの食糧の見通しはまだ農業革

命の行なわれたかった時の数字であり，後進国で食糧不足であると言う数字はさらに減少するかも知れをレ。そ

うすると，穀楓せ世界的にさらに供給に余力があることになる。

先進国の農業と言われる瞥慮れパターの供給過剰と労力不足から限定に来ていると思われるが，農業生産の

中で穀類は一番機械化でき，最も労働生産性の良いものであれ穀類の生産は非常な勢で伸びている。以上で食

糧の見通しを終わりたい。

三番目として，このような食糧情勢の下で，各国は国際戦略として，外国に対してどのような農業政策を持っ

ているか，輸入制限，高関税だけの単純なものでは今日夜くなっている。対外政策的な観点を含めて，各国をク

ル‾ブわけすると，一つは大農業軋　これは比鞍的新しい国，大経営規模国で，米国，カナダ，オーストラリア

ニュージ‾ランドといったグループである。これらの国では生産性が高いことから，国際分業によって，他国は

輸入すれば良いとし，輸入制限撤鼠輸入量をふやせといった要求になって現われている。二つ目は恒常的輸入

国のグループで，日本，英国がこれで，輸入は安いほど良いと言う立場を取っている。この点で第一，第二グル

ープでは，利害が一面で多少一致する。

日本は，10年前は食糧自給率約90％であったれ最近は80努になっており，52年に浸っても自給率は

それほど減らない見通しであるが，これは金敬上の計算で，オリジナルカロリーで計算すると，55年85多，

41年7□肇，52年の見通しは80射てなってし1る。これは大変た量の穀類の輸入が必要であることを意味し

ている。52年度に飼料の斡入必要量はT工ユニで1，50D万七，原穀類として1，占00万七くらい必要である。OE

C工）の見通しでは，1975年には日本は全穀類について1，占74万七，1985年には2，400万七の輸入を必要とす

る0これは数年前の日本の米の2年分の全生産量である。日本は世界一の輸入国になるのではをいかと思われも

日本のように，米は生産過剰であるが，他の穀数は減退の一途をたどカ，しかも需要は急激に伸びている国は外

にない。一部推定できない国はあるが，他の輸入国は生産が増大しているので，輸入は減少するであろうから，

日本は第二グループ唯一の国として最大の輸入国になると思われる。

第三のグループ軋　E E Cを中心とした諸国で，農業構造が非常に老朽化し固定しているので，相当の農業

保護をしなければ在らないと同時に，相当の輸出力を持っている。これら諸国の国際農業政策は，国際市場を組

織化し，穀類の国際価格を上げ，匡ユ内農業の保護処理を匡促しようとする立場を取ってかカ，単純な輸入制限撤

廃や輸入増大には同調し得ない。

第四のグループは後進国で，農産物にも特恵関税を要求している。

国際的には，この四つの立場が入り乱れて動いておれ　日本農業にも大きな影響を与えている。その間におい

て，日本は，一方では国内農業を非常に保護しながら，他方では輸入は安いほど良いという立場を取っているホ

そういうことをいつまで続けて良いものかと言う疑念がある。最も大き覆り「ダーシップを持っている米国を中心

とした第一グループのいわば国際農産物を自由経済競争でやって行こうとする立場と，EECを中心とした国際

的な協調を取って行こうとする主張が対立しているが，やがてこの二つの主張が妥協して，国際的農業の動向を

決めて行くということになるのではをいかと憶測する。そうなれば，日本は農産物輸入国として，ただ単に輸入

制限対象の撤廃や輸入量をふやすだけでなく，日本農業の保讃政策を国際的に再検討することを余儀なくされる。

そう言う心構えをまだだれも持っていない。しかし，そういうことにならなければならをいようを様相を帯びて

きているように思う。


